
論文 SAP を添加したモルタル系断面修復材の基礎物性と修復直後の鉄筋

の防食効果 
 

渡辺 真織*1・塚越 雅幸 2・上田 隆雄*3・中山 一秀*4 

 

要旨：高い吸水性と保水性を持つ SAP(Super Absorbent Polymer)を添加したモルタル系断面修復材の可能性に

ついて検討を行なった。実験では，塩害を想定した Cl－を含む鉄筋コンクリートの一部を断面修復材で埋め戻

した供試体を，過酷な腐食環境を想定した 40℃封緘環境に暴露し，定期的に電気化学的モニタリングを行っ

た。SAP とフライアッシュを添加した供試体では，分極抵抗を高く保持し，かつ自然電位も母材コンクリー

トと修復材間で安定した値を示していた。これは，SAP の内部養生効果とフライアッシュによる緻密化の効

果が有効に発揮されたものだと推測され，鉄筋腐食を抑制する効果を発揮している事が確認できた。 
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1. はじめに 

 劣化した鉄筋コンクリート部材に対して，劣化因子

を含むかぶりコンクリート部分を除去後，その断面を

修復材で埋め戻す断面修復工法が適用されるケースが

ある。断面修復材は，母材との付着性能や，過酷な劣

化環境にあることから高い耐中性化性能や塩化物遮断

性能が要求される。そのためポリマーセメントモルタ

ル系材料が用いられるケースが多い 1)。 

しかし，断面修復工法適用後，比較的早期に修復箇

所とその周辺部材の劣化が生じることが報告されてお

り，修復後の再劣化対策が必要である。再劣化の原因

はいくつかあるが，特に断面修復材と母材コンクリー

トとの電気化学的性質や塩化物イオン量が大きく異な

る場合に界面付近に位置する鉄筋でマクロセル腐食が

生じやすいとされている 2)。 

そのため亜硝酸塩を添加したモルタル断面修復材に

ついての研究が進められている 3)。亜硝酸イオンには，

中性化や塩害で破壊した鉄筋の不働態皮膜を再生し,  

鉄筋の腐食を抑制する効果が認められている 4)。また

亜硝酸イオンの拡散効果については，修復材の塗り厚

さよりも，混和する亜硝酸イオンの濃度の影響が大き

い事が指摘されている 3)。 

本研究では，モルタル系修復材に対して SAP を添加

することで，保水性を高める 5)ことによる内部養生効

果と収縮低減効果。さらに，大量のポリマーを必要と

しない無機系材料に近い素材とすることで，母材コン

クリートとの電気的性質の違いを解消し，マクロセル

腐食の低減効果が期待できないか実験的に検討を行な

った。 

2. 供試体の作製と試験条件 

2.1 使用材料と供試体の調合条件 

本実験で用いたコンクリートの調合を表－1に示す。

水セメント比（W/C）を 60%とした母材コンクリート

には，初期混入 Cl－量が 8.0 kg/m3 となるように予め

NaCl を練混ぜ水に溶解させて混入した。セメント C は

普通ポルトランドセメント（密度：3.16 g/cm3，比表面

積：3280 cm2/g，R2O：0.56%）を用いた。細骨材 S は，

徳島県阿波市市場町砕砂（表乾密度：2.57 g/cm3，F.M.：

2.79），粗骨材 G は，徳島県板野町大坂砕石（表乾密度

2.57 g/cm3，Gmax：15 mm）を用いた。 

断面修復材は表－2 に示す 9 調合とした。調合名の

SAP は高吸水性高分子を添加した普通モルタルを表し，

SAP 1は変性アクリル系架橋重合体の SAP を，SAP 2は

アクリル酸重合体ナトリウム塩架橋物の SAPを使用し

た。それぞれ SAP はセメント重量の 0.3%添加した。

W/B は 40%とし SAP を添加している調合においては，

あらかじめティーバック法 6)による SAP の吸水量の測

定試験行い，SAP 1.0 g に対する各溶液の吸水量から吸

水率を求め，SAP の吸水量相当の水を練混ぜ水に加え

た。表－2に示す W’/B とは，吸水量の測定試験で求め

た SAP の吸水量分の水を練混ぜ水に加えたものを W’

としたときの水セメント比を表している。なお，吸水

量の測定試験では，溶液としてコンクリート中の pH を

模擬した飽和水酸化カルシウム(Ca(OH2))溶液と，調合

表に示す割合で水と混ぜた LiNO2 溶液を用いた。各溶

液に SAP1，SAP2 をそれぞれ 0.5，2，5，10，15，30，

60，180 分間浸漬させたもので，図－1 に示すように
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SAP が各溶液を吸水し，イオンバランスによってはそ

の後脱水する挙動を表している。今回は，一般的なコ

ンクリートの凝結時間である 120 分の時の SAP の吸水

量を参考に調合設計を行った。また，表－2中に示すモ

ルタルのフロー試験の結果を見ても，SAP を加えた調

合では見かけの W/B が大きくなったものの，フロー値

はポリマーセメント系の断面修復材と同程度の値の範

囲に収まっている。 

P は断面修復用の PAE 系ポリマーセメントで，ドラ

イモルタルの形で市販されているものを使用した。セ

メント：ポリマー：細骨材の重量割合を 14：1：29 と

して各材料の W/B が 42%となるように調合設計した。

FA はフライアッシュを混和した普通モルタルで，セメ

ント代替で 20 %混和した。調合名に Li がつくものは

LiNO2を添加した調合で，40%LiNO2溶液を練混ぜ水置

換で混入した。添加量は母材コンクリートの Cl－濃度

に対し，練混ぜた NO2
－の 70％がコンクリートに浸透

して NO2
－/Cl－モル比が 1.5 となるように決定した。 

2.2 供試体の作製及び養生 

本研究で作製した鉄筋コンクリート供試体を図－2

に示す。塩害劣化した鉄筋コンクリートの母材コンク

リートと部分断面修復を模擬した供試体で，修復材の

打設面からかぶり 30 mm の位置に長さ 390 mm の異形

鉄筋 D13 を 1 本配置したものとし，各修復材に対し 2

体ずつ作製した。 

 母材コンクリートは，かぶりコンクリートの部分を

はつり取った形を模擬するため，修復材の打設を仮定

した面(型枠の底面)に硬化遅延剤を噴霧した発泡スチ

ロールを設置後打設し脱型，打継部分表層のペースト

表－2 補修材の調合

表－1 母材コンクリートの調合

W/C

(%)

s/a

(%)

単位量(kg/m
3
) スランプ

(cm)

空気量
(%)W C S G NaCl WRA AEA

60 48 180 300 820 903 13.2 0.5 0.0095 9.5 4

*WRA: AE減水剤，AEA: AE剤

配合名
W/B

(%)

W'/B

(%)

単位量(kg/m3)
モルタル

フロー(mm)W
ドライモルタル

FA* SAP1* SAP2

40% 

LiNO2

溶液C S P*

P
42 42

238 567 1168 40 - - - - 143.8

PLi* 174 567 1168 40 - - - 64 117.2

FASAP1

40

46 320 562 1124 - 141 1.69 - - 150.5

FASAP2 42 302 577 1154 - 144 - 1.73 - 175.6

SAP1Li 45 224 646 1292 - - 1.94 - 64 118.1

SAP2Li 47 234 636 1273 - - - 1.91 64 163.5

FASAP1Li 44 247 570 1140 - 142 1.71 - 64 146.7

FASAP2Li 46 256 562 1124 - 141 - 1.69 64 184.5

FALi 40 229 587 1173 - 147 - - 64 150.7

*P: ポリマーセメントモルタル，FA: フライアッシュ，

SAP:高吸水性高分子，Li:LiNO2(40%亜硝酸リチウム溶液)
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部分をワイヤーブラシで除去することで，打設表面の 

骨材を露出させた。その後，20℃の恒温室中で 2 週間

封緘養生した後，20℃，60%RH の恒温室中で 2 週間乾

燥させてから修復材で埋め戻した。これらの供試体は

修復材打設翌日に脱型し，28日間の封緘養生を行った。 

 断面修復供試体の他に，修復材の曲げ強度及び圧縮

強度測定用に 40×40×160 mm のモルタル角柱供試体

を作製した。また母材コンクリートと修復材の付着強

度測定用として，100×100×400 mm 角柱供試体の打設

面に対して厚さ 5 mm の修復材を打ち継いだ試験体を

作製した。なお，打継面については，先の断面修復供

試体と同様に処理した。これらを所定の材齢まで 20℃

の恒温室中で封緘養生を行い，試験は建研式接着強度

試験に準拠して行った。 

2.3 促進腐食環境に暴露されたコンクリート中の鉄筋

の腐食性状の測定 

養生が終了した打継供試体は，湿布で包み，ジップ

付きのビニール袋に入れて 40℃恒温環境で保管した。

暴露期間中，電気化学的鉄筋腐食指標の測定を定期的

に実施した。なお測定は，測定の前日に供試体を 20℃

恒温室に移動してから行った。 

 測定項目は，コンクリート中鉄筋の自然電位，分極

抵抗，コンクリートと補修材の電気抵抗とした。電気

化学的モニタリングは，矩形波電流分極法で，高低 2 周

波数（800 Hz 及び 0.1 Hz）の矩形波電流の重畳パルス

を印加し，両周波数のインピーダンス値の差から分極

抵抗を，高周波数側のインピーダンス値から電気抵抗

を求めた。これらの電気化学的測定に関して，照合電

極には飽和 Ag/AgCl 電極，対極にはチタンメッシュ（20

×20 mm）を使用し，図－3に示す合計 7 点を水道水で

湿らせた脱脂綿を介して照合電極と対極を供試体表面

に接触させながら測定した。 

 

3. 修復材の基礎物性 

(1) 修復材の圧縮強度と引張強度 

本研究で用いた材齢 28 日における各種修復材の圧

縮強度と曲げ強度を図－4 に示す。母材コンクリート

の材齢 28 日での圧縮強度は 36.7 N/mm2 であり，全て

の調合で圧縮強度および曲げ強度は母材コンクリート

よりも高い値を示した。SAP 単体の供試体については

PCM 系供試体と同等の強度が得られる結果となった。

これは，初期材齢 28 日において SAP が保水した水分

が未水和セメントの水和促進に寄与したためだと考え

られる。しかし，水分が消費された SAP は見掛け上欠

陥となり，強度増加を阻害する可能性があることが報

告されている。7)そこで，フィラー効果やポゾラン反応

による組織の緻密化の効果が長期強度増進効果を期待

して FA を混和した供試体を作製した。ただし，材齢

28 日の強度は PCM や SAP 単体の調合に比べて，劣る

結果となった。 

 (2) 修復材の付着強度 

各種修復材の母材コンクリートに対する付着強度の

測定結果をそれぞれ図－5 に示す。各調合 5 回試験を

行い，その平均を付着強度とした。LiNO2を混和した供

試体において付着強度の増加が確認された。LiNO2 の

添加により，セメントの C-S-H の結晶構造と異なる針

状結晶が形成されることが報告されている 8)。あわせ

て，コンクリートの物質拡散性状と密接な関係がある

と言われている毛細管空隙の範囲での累積細孔容積と

平均細孔直径ともに低下する傾向にあることも示され

ており，このような組織の緻密化の効果が特に付着性

能の向上に寄与したものと思われる。 

さらに SAP の添加の有無で比較した場合，圧縮強度

では SAP を添加することで強度低下が見られたが，付
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着強度においては強度の低下は見られなかった。これ

は，SAP の持つ水分が徐々に離水することで修復材と

母材コンクリートの界面部分にも十分に水分が供給さ

れ，母材コンクリート側に水分が逸散してしまうこと

で生じるドライアウト現象を抑制したためであると思

われる。その結果，付着強度の値は，一般的に断面修

復材に求められる 1.0 N/mm2 を上回った。また破壊形

態についても，ほとんどの試験で修復材と母材コンク

リートとの界面で破壊，また一部の試験において母材

コンクリートでの破壊となった。 

 

4. 電気化学的モニタリング結果 

4.1 自然電位 

供試体を腐食環境に暴露している間，定期的に電気

化学的モニタリングを行った。母材コンクリート表面

で測定した鉄筋の自然電位の経時変化を図－6(a)に示

す。母材コンクリートにはあらかじめ Cl－が 8.0 kg/m3

混和されているため，すべての供試体で自然電位は初

期値より ASTM C876-91 の判定基準における腐食領域

（E<－0.24 V vs Ag/AgCl）にありその後もこの範囲を

推移している。ただし，LiNO2を含む供試体では若干で

はあるが貴な値に変化した。これは修復材より LiNO2

が母材コンクリートまで徐々に溶出・拡散したためだ

と考えられる。 

修復材表面で測定した鉄筋の自然電位の経時変化を 

図－6(b)に示す。今回は，より厳しい腐食環境を再現

するために鉄筋の断面下半分は母材コンクリートに埋

められている状態にある。そのため，修復材側位置の

鉄筋も修復材を打設時には腐食領域にあるが，促進期

間の経過とともに，LiNO2 を添加した供試体では若干

貴の値に変化した。また SAP を含む供試体も自然電位

が経時的に貴変する傾向が見られた。これは高温高湿

環境下にあることで SAPの持つ内部養生効果によって

セメントの水和反応がさらに促進され，コンクリート

が緻密化し酸素等の外部からの物質透過性などが増加

した事により鉄筋腐食環境が徐々に改善されているも

のと推察される。 

次いで腐食促進試験 88 日時点の母材コンクリート

表面から修復材表面で測定した自然電位の供試体内で

の分布結果を図－7に示す。すべての調合で，鉄筋方向

に見た母材コンクリートと修復材間で自然電位に大き

な差がないことから，両材料間の電位差を起電力によ

り生じるとされるマクロセル腐食は起こりにくい環境

にあると考えられる。 

4.2 分極抵抗 

打継供試体の母材コンクリート表面で測定した鉄筋

の分極抵抗の経時変化を図－8(a)に，修復材表面で測

定した結果を図－8(b)に，さらに修復材裏面のコンク

リート部分で測定した結果を図－8(c)示す。 

試験期間中，コンクリート表面と修復材表面の値と

もに分極抵抗が大きくなる傾向にあった。鉄筋の腐食

速度は分極抵抗の逆数に比例するため，鉄筋の腐食は

抑制されている傾向にあることを意味する。特に

LiNO2 を添加した供試体のなかでも FALi，FASAP1Li，

FASAP2Li の修復材表面では著しく大きくなっており，

鉄筋の不働態皮膜の再形成が生じているためであると

推測さる。しかし，SAP1Li，SAP2Li 供試体では修復材

表面の測定データもほぼ横這いとなった。なお，
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FASAP1，FASAP2 供試体では LiNO2 を添加していない

が，修復材表面で測定した分極抵抗は大きくなる傾向

にあった。これは，FA を添加によるポゾラン反応によ

る長期的な組織緻密化の効果が有効に表れたためだと

思われる。 

修復材裏面のコンクリート部分で測定した結果につ

いては，今回の供試体形状では鉄筋の底面部半分は母

材コンクリートに埋め込まれている形になっているた

め，全体的に分極抵抗は小さな値となっている。ただ

し，P と比較すると，わずかではあるが FA や LiNO2を

含む供試体の方が，分極抵抗が大きな値となる傾向に

あることから，FA による組織の緻密化の効果が大きく，

あわせて修復材から母材コンクリート側に LiNO2が溶

出・拡散が生じている可能性が考えられる。 

母材コンクリート表面での測定結果でも，修復材裏

面での結果と同様に LiNO2 を添加した供試体では分極

抵抗は大きくなる傾向を示しているが，FASAP1，

FASAP2，PLi 供試体では Li NO2を添加していない供試

体と同様に横這いの傾向を示していることから，LiNO2

の母材コンクリートへの溶出・拡散が生じていないと

思われる。これは PLi 供試体については，ポリマーの

添加により物質移動抵抗性が高くなっているため

LiNO2の拡散が阻害されている可能性が，また FASAP1，

FASAP2 供試体については，SAP が LiNO2 を吸着して

いる可能性などが考えられ，SAP と LiNO2の吸着と放

出量などの相性などを含めて今後測定する予定である。 

腐食促進試験 88 日時点での分極抵抗の供試体内で

の分布を図－9に示す。特に，修復材表面の分極抵抗の

値が大きくなっている。SAP を含む供試体と P 供試体

と比較した場合，FA と LiNO2 を含む供試体において，

修復材表面で測定した分極抵抗の値は母材コンクリー

トの値に比べ著しく大きくなっている。しかし，先に

も述べた通り，現状では図－7の自然電位を見る限り，

鉄筋方向に見た修復材と母材コンクリート間で電位差

は生じておらず，腐食電流が流れている危険性は低い

と考えられる。また試験期間中，FA と LiNO2を含む供

試体は P 供試体と比べて，母材側の分極抵抗もわずか

ではあるが大きな値となってきていることから，今後

徐々に補修材と母材コンクリート間の分極抵抗の値の

差は小さくなり，電気的性質の違いとそれを原因とす

るマクロセル腐食の危険性も解消されると予想される

が，この件については今後も継続して観察し，検討課

題としたい。 

4.3 電気抵抗 

打継供試体の母材コンクリート表面で測定したコン

クリート抵抗の経時変化を図－10(a)に，修復材表面で

測定した結果を図－10(b)に示す。 
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図－8 促進暴露試験中の鉄筋の分極抵抗経時変化
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母材コンクリートも水和の進行の影響で全体的に若

干電気抵抗値は大きくなる傾向にあるが，修復材の違

いによる影響はあまり見られなかった。 

修復材部分については，ポリマーを混和した試験体

では初期の電気抵抗が高い値を示しており，ポリマー

の混和により高い物質抵抗性が確保されていると言え

る。しかし，その後の変動は Li NO2の有無に関係なく

小さくほぼ横這いとなっている。 

その他の供試体については，初期値は母材コンクリ

ートよりも小さな値を示しているが，これは養生の都

合で材齢が短いためである。これらの供試体の値も

徐々に大きな値となり，全ての試験体で 88 日ではほぼ

母材コンクリート同等かそれ以上の値を示している。

特にフライアッシュを混和した修復材の電気抵抗の上

昇割合は大きく，14 日以降でポリマーを混和した供試

体よりも高い電気抵抗値を示していることから，ポリ

マーセメント系の断面修復材と同等の，外部からの劣

化因子の浸透抑制効果も期待ができる。ただし，先の

分極抵抗同様に母材と修復材との電気的な性質の差が

大きい場合，マクロセル腐食の進行の恐れがあり 3)，他

の電気的モニタリング結果も合わせて長期的な傾向を

把握する必要があると考えられる。 

 

5. まとめ 

 高い保水性を有するSAPの添加が断面修復材の性能

に及ぼす影響について，材料の力学的性質と鉄筋の保

護効果について検討を行なった。 

(1) SAP を混和することで，付着強度の改善効果がみ

られ，SAP の保水した水分の放出が界面部分のセ

メントを改質し，母材コンクリートとの一体化に

寄与したもの思われる。鉄筋の腐食抑制効果は，

自然電位や分極抵抗，電気抵抗ともに一般のポリ

マーセメント系修復材と同程度の値を示した。 

(2) さらに FA を添加した場合，鉄筋の腐食抑制効果

として，暴露期間 88 日の範囲で分極抵抗はポリ

マーセメント系修復材の 4 倍程度，また電気抵抗

も 2 倍程度の値を示しており，高い鉄筋腐食の抑

制効果が期待できる。また，鉄筋の自然電位は，

母材コンクリートと修復材間で同程度の値を示

しており，本実験の試験期間の範囲ではマクロセ

ル腐食の発生の危険性もないものと思われる。 

(3) LiNO2 を混和することで，付着強度の増加が確認

された。また，すべての供試体で自然電位は初期

値より腐食領域を推移しているが，LiNO2 を混和

した供試体では若干ではあるが貴な値に変化し

た。これは修復材より LiNO2が母材コンクリート

まで徐々に溶出・拡散したためだと考えられる。 
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